
番号 取組 取組内容 現時点までの実績

1 ハローワークにおける正社員就職の実現

ハローワークにおいて、正社員求人を積極的に確保するほか、正社員就職

に向けた担当者制による支援やマッチング強化に取り組む。また、正社員就

職を希望するフリーター等の求職者を支援するため、仙台わかものハロー

ワーク及びハローワークに設置するわかもの支援窓口等において、支援対象

者のニーズに応じたきめ細かな就職支援を行う【平成28-令和2年度にかけ

て継続的に実施】。

【28年度】【29年度】【30年度】【元年度】【２年度】

○ハローワークでは、求人者へ求職者ニーズを提供し正社員求人化や求人条件見直し等の働きかけを積極的に実施。

　※28年度は105,149人、29年度は110,115人、30年度は112,813人、元年度は104,469人、２年度は90,527人

○正社員就職への支援は、来所勧奨を積極的に実施することや、予約制・担当者制の支援を活用し正社員求人への応募勧奨を積極的に実施するな

どマッチングを強化。

　※28年度は18,162人、29年度は16,611人、30年度は15,792人、元年度は14,122人、２年度は11,727人

○仙台わかものハローワーク等において、担当制による個別相談により、きめ細かな職業相談を行い、それぞれの状況に応じた企業説明会・面接会への

参加勧奨、各種就職セミナー受講勧奨により正社員就職に結びつけた。セミナー開催数及び受講者数は以下のとおり。

　※28年度開催数205回、受講者数1,101人、29年度開催数169回、受講者数1,205人、30年度開催数164回、受講者数984人、元年度開

催数163回、受講者数907人（令和２年度は、新型コロナウイルスの影響により未実施）。

○仙台わかものハローワーク等利用者実績は以下のとおり

　※28年度　就職者数は2,561人、うちハローワーク紹介による正社員就職は927人

　　 29年度　就職者数は1,875人、うちハローワーク紹介による正社員就職は704人

　　 30年度　就職者数は1,633人、うちハローワーク紹介による正社員就職は574人

　　 元年度　就職者数は1,324人、うちハローワーク紹介による正社員就職は459人

 　　２年度　就職者数は1,199人、うちハローワーク紹介による正社員就職は396人

2 キャリアアップ助成金の活用促進

キャリアアップ助成金により派遣労働者等の正社員転換、「多様な正社員」

の導入、非正規雇用労働者の人材育成の促進等を行う。また、キャリア

アップ助成金の活用例を示すなど、制度の周知等を積極的に行う【平成

28-令和2年度にかけて継続的に実施】。

【28年度】【29年度】【30年度】【元年度】

〇キャリアアップ助成金制度について活用促進を図るため、各経済団体が実施しているセミナーでの周知等を積極的に実施。

【2年度】○新型コロナウイルス感染症の影響により各経済団体が実施しているセミナーが中止となった。セミナーが再開された場合は当該機会を活用した

周知等の再実施を予定。

3 業界団体等への要請

宮城労働局において、非正規雇用労働者の正社員転換・待遇改善の取

組について、経済団体・業界団体に要請するとともに、ハローワークにおいて

も所長等が管内の主要企業を訪問し、取組を働きかけていく【平成28-令

和2年度にかけて継続的に実施】。

【28年度】

〇県内経済５団体に要請するとともに、平成28年8月31日に宮城働き方改革推進等政労使協議会の場において、「共同宣言」として働き方改革への

取組を採択して幅広く呼びかけを実施。また、同日、無期転換に積極的に取り組む企業1社を宮城県と労働局の合同で表彰。

【29年度】

〇県内経済５団体に要請するとともに関誌等により周知するよう依頼。また、平成29年9月21日、時間外労働の削減等に企業1社を宮城県と労働局

の合同で表彰。

【30年度】

〇県内経済5団体に要請するとともに、平成30年9月21日、社内の働き方改革を改善する委員会の立ち上げや、時間外労働の削減等に全社的に取

組んでいる企業１社を宮城県と労働局の合同で表彰。

【元年度】

〇県内経済5団体に要請するとともに、令和2年2月5日、時間外労働の削減や非正規雇用労働者の処遇改善など、「働き方改革」の取組を全社的に

取組んでいる企業４社を宮城県と労働局の合同で表彰。

【28年度】【29年度】【30年度】【元年度】【2年度】

〇労働基準監督署及びハローワークにおいても、所長等の幹部職員のによる事業所訪問を実施し、働き方改革の一環として正社員転換の取組の働き

かけを実施。

正社員転換・待遇改善実現プラン進捗状況（令和　２　年度分）
(1)正社員転換等について

①不本意非正規雇用労働者の正社員転換等



4 公的職業訓練等の実施

地域ニーズ、人材ニーズを踏まえた地域職業訓練実施計画を策定するとと

もに、新たな公的職業訓練や関連施策が適切に実施されるよう、関係機

関と連携を図り、人材育成の推進に取り組んでいく【平成28-令和2年度に

かけて継続的に実施】。

【28年度】

〇平成28年10月及び平成29年2月に宮城県地域職業訓練協議会を開催。宮城県等を連携を図り平成29年度の訓練計画等を策定。

【29年度】

〇地域ニーズを踏まえた職業訓練計画を作成するため、平成29年2月に宮城県地域職業訓練協議会を開催。宮城県等と連携を図り、平成30年度

の訓練計画等を策定。

【30年度】

○求人者・求職者ニーズに対応した職業訓練計画を作成するため、平成31年3月に宮城県地域職業訓練協議会を開催。宮城県等と連携を図り、平

成31年度の訓練計画等を策定。

【元年度】

○求人者・求職者ニーズに対応した職業訓練計画を作成するため、令和元年10月及び令和２年３月に宮城県地域職業訓練協議会を開催。宮城

県等と連携を図り、令和２年度の訓練計画等を策定。

【2年度】

○求人者・求職者ニーズに対応した職業訓練計画を作成するため、令和２年10月及び令和３年２月に宮城県地域職業訓練協議会を開催。宮城

県等と連携を図り、令和３年度の訓練計画等を策定。



番号 取組 取組内容 現時点までの実績

1 若者雇用促進法の円滑な施行

適切な職業選択の支援に関する措置、職業能力の開発及び向上に関す

る措置等を総合的に講ずることにより、青少年の雇用の促進等を図り、能

力を有効に発揮できる環境を整備するため、第189回通常国会で成立し

た青少年の雇用の促進等に関する法律（以下「若者雇用促進法」とい

う。）に基づき、①新卒者の募集を行う企業の職場情報の提供の仕組

み、②ハローワークにおける一定の労働関係法令違反に係る求人者の求

人不受理、③若者の雇用管理の状況などが優良な中小企業についての厚

生労働大臣の認定制度（ユースエール認定）等を着実に実施する。ま

た、職業紹介事業者や募集情報提供事業者は全ての職場情報を提供す

るよう働きかけることが望ましいこと等を定めた若者雇用促進法に基づく事業

主等指針の周知徹底を行うなど、職業紹介事業者等による取組を促して

いく【平成28-令和2年度にかけて継続的に実施】。

【28年度】【29年度】【30年度】【元年度】【2年度】

○若者雇用促進法の円滑な施行のため、事業主や経済団体等が参加する会議や説明会、高等学校進路指導担当教諭の会議等でリーフレットにより

周知。また、新規学卒者等を対象とした面接会や、企業説明会、求人説明会において、事業主、学卒者等に制度を周知。

○各ハローワークにおいては窓口や事業所訪問時、商工会議所、商工会、学校訪問時、会議、説明会時等の機会を捉えて、リーフレットの配布、説明

により制度を周知。

○宮城労働局のHP「新規学卒者・若年者の雇用管理」のページにおいて、若者雇用促進法をはじめ、若者の支援策を周知。

○職業紹介事業者等の職場情報の提供については、平成28年度の宮城新卒者等就職・採用応援本部で、地方公共団体、学校、労働界や産業界

の12団体に指針をもとに周知。

2 若者雇用促進法に基づく認定制度の推進

若者の採用・育成に積極的で、若者の雇用管理の状況などが優良な中小

企業を厚生労働大臣が認定する「ユースエール認定制度」について、地域

の経済団体や自治体の協力を得つつ、地域の優良企業に対して認定取

得の働きかけを行い、認定企業を開拓する。また、当該企業の情報発信を

後押しすることなどにより、企業が求める人材の円滑な採用を支援するととも

に、企業における自主的な雇用管理改善の取組を促す【平成28-令和2

年度にかけて継続的に実施】。

【28年度】【29年度】【30年度】【元年度】【2年度】

○認定制度の推進については、会議、説明会等あらゆる機会を捉えて、事業主団体、企業、自治体、学校に制度を周知。また、商工会、自治体には

直接訪問により制度の周知、広報誌への掲載依頼を実施（掲載8誌）。宮城労働局の幹部の事業所訪問時にはチラシによる制度説明と、宮城局で

作成したチェックシートによる認定基準の確認を実施。

○各省庁や経済団体が優良企業として認定している企業については、各ハローワークで制度の周知とチェックシートによる認定基準の確認を実施。

○宮城労働局のHP「企業情報の検索」ページに「ユースエール認定企業」の項目を設け、宮城局内のユースエール認定企業を紹介するページにより周

知・広報を実施。

○宮城労働局内のユースエール認定企業（29年度までは若者応援宣言企業も含む）を紹介する冊子を作成（28年度1,300部、29年度～２年

度各1,000部）し、県内の高校、大学等、近県の新卒応援ハローワーク、労働局に配布するとともに、合同面接会などの会場に配置し、ユースエール認

定企業の周知・広報を実施。

○認定企業には面接会等への優先的な案内を行い、参加認定企業に対しては、机上に「ユースエール認定企業」の表示や、PRシート拡大版の貼り出

し、PRシートの資料配布等を行い、積極的なPRを支援。

○認定基準を満たさない企業に対しては、雇用管理改善を提案し、雇用環境・均等室と連携し、働き方・休み方改善コンサルタントの活用について働き

かけを実施。

○局長室や企業で認定通知書交付式を行い、記者発表やHP掲載により制度等周知を実施。

3 新卒者等の正社員就職の実現

仙台新卒応援ハローワーク等において、学校等と協力して、在学段階から

の就職に向けたセミナー、職場見学、インターンシップ等を通じ、就職への意

欲喚起・維持を含めた新規学卒者等の正社員就職に向けた支援（未内

定者への集中的な支援も含む。）を行うとともに、既卒者や中退者といった

新卒者以外の若者の正社員就職をの実現に向け、個々の状況に合わせ

たきめ細かな支援を実施する【平成28-令和2年度にかけて継続的に実

施】。

また、既卒３年以内の者や中退者を対象とした三年以内既卒者等採用

定着奨励金を活用し、新規学卒枠での応募機会の拡大及び採用・定着

を図る【平成28-30年度にかけて集中的に実施】。

【28年度】【29年度】【30年度】【元年度】【2年度】

○仙台新卒応援ハローワークにおいては、大学等に出向いた職業相談、就職支援セミナー、担当教諭との情報交換など連携した総合的な支援を実施。

（28年度：所内セミナー98回、参加者数のべ538人、学校に出向いたセミナー54回、参加者数のべ2,322人、29年度：所内セミナー41回、参加

者数のべ232人、学校に出向いたセミナー43回、参加者数のべ1,157人、30年度：所内セミナー19回、参加者数のべ94人、学校に出向いたセミナー

18回、参加者数のべ1,194人、令和元年度：所内セミナー10回、参加者数のべ62人、学校に出向いたセミナー16回、参加者数のべ635人、令和2

年度：所内セミナー14回、参加者のべ82人、学校に出向いたセミナー418回、参加者数のべ1,270人）

○新規中・高卒者の支援については、インターンシップ、職場見学の受入れ、職業講話の講師派遣が可能な企業の情報を取りまとめ、宮城県教育委員

会を通じて各学校に提供することにより、早期の職業意識の啓発に努めた。（28年度：713件、29年度：653件、30年度：918件、令和元年度：

814件、令和2年度：846件）

○青少年雇用情報の全項目の提供について積極的な働きかけを行い、若者の適職選択を支援。

②対象者別の正社員転換等



4 フリーター等に対する支援

いわゆるフリーター等（令和元年度までは、35歳以上45歳未満の不安定

就労者も含む。）の正社員転換を促進するため、引き続き、仙台わかもの

ハローワーク等において担当者制によるきめ細かな職業相談・職業紹介、フ

リーター等の職業意識の啓発を行うとともに、仙台わかものハローワーク等の

利用の周知強化、職業訓練への誘導・あっせんの強化等を行う。また、トラ

イアル雇用奨励金の活用によるフリーター等の正社員就職を実現する【平

成28-令和2年度にかけて継続的に実施】。

【28年度】【29年度】【30年度】【元年度】【2年度】

○仙台わかものハローワーク等において、担当制による個別相談により、きめ細かな職業相談を行い、それぞれの状況に応じた企業説明会・面接会への

参加勧奨、各種就職セミナー受講勧奨により正社員就職を実現（セミナー開催状況　28年度：205回、受講者数1,101人、29年度：169回、受

講者数1,205人、30年度：164回、受講者数984人、令和元年度：163回、受講者数907人、令和2年度：新型コロナウイルスの影響により未実

施）

○仙台わかものハローワーク等利用者の就職者数は、28年度：2,561人（うちハローワーク紹介による正社員就職：927人）、29年度：1,875人

（うちハローワーク紹介による正社員就職：704人、30年度：1,633人（うちハローワーク紹介による正社員就職：574人）、令和元年度：1,324

人（うちハローワーク紹介による正社員就職：459人）、令和2年度：1,199人（うちハローワーク紹介による正社員就職：396人）

○仙台わかものハローワークのチラシを作成・配布するとともに、HPによる積極的な周知を行い、利用しやすい環境を整備。また、厚生労働省委託業務の

「お仕事アドバイザー事業」の周知により、積極的な来所・相談を図った。

○求職者の状況に応じ、職業訓練への誘導、トライアル雇用制度による支援、特定求職者雇用開発助成金（安定雇用実現コース）の制度を活用し

た再就職支援を実施。

5 ニートやひきこもりの方に対する支援

ニート等の就職を支援するため、地域若者サポートステーション（27年度

は、仙台市・石巻市・大崎市の県内３地域）において、地方自治体と連

携し、地域ネットワークを活用した支援を行うとともに、学校等の関係機関と

連携し、学校中退者等への切れ目のない支援を行う。【平成28-令和2年

度にかけて継続的に実施】。

【28年度】【29年度】【30年度】【元年度】【2年度】

○平成29年1月に51機関からなる宮城県子ども・若者支援地域協議会が設置され、地域若者サポートステーションや自治体等関係機関の支援ネット

ワークの構築を進め、連携を強化。

○学校中退者等の支援については、学校等を通じ「しごと応援カード」の配布、「宮城県における就職・就学等のご案内」の配布により、就職活動や学び

直しについて相談窓口を案内。

6 ひとり親家庭の親に対する支援

マザーズハローワーク青葉において、ひとり親の就職支援担当の専門相談員

の新規配置や、地方公共団体等の関係機関と連携した支援等により取組

を強化する。また、経済的に厳しい状況に置かれたひとり親家庭の自立を促

進するため、引き続き「出張ハローワーク！ひとり親全力サポートキャンペー

ン」を実施し、児童扶養手当の現況届けを提出する８月に地方自治体へ

の臨時窓口を設置するなど、就労支援を展開する。

このほか、求職者支援制度における託児サービス支援付き訓練コースが創

設されることから、継続的な訓練機会の活用を図る【平成28-令和2年度

にかけて継続的に実施】。

【28年度】【29年度】【30年度】【元年度】【2年度】

〇毎年8月に「出張ハローワーク！ひとり親全力サポートキャンペーン」を実施。地方自治に臨時相談窓口を設置し、就労支援を展開。

28年度臨時層段窓口設置数5箇所、相談件数29件、就職件数6件

29年度臨時相談窓口設置数11箇所、相談件数36件、就職者数13件

30年度臨時相談窓口設置数13箇所、相談件数36件、就職者数6件

元年度臨時相談窓口設置数10箇所、相談件数44件、就職者数3件

２年度新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため中止

〇求職者支援制度以外にも、ポリテクセンターの施設内訓練及び宮城県が実施する委託訓練でも託児サービス付訓練コースが開講されるなど、訓練の

受講機会の拡大を推進。

7 若者の職業能力開発の推進

若者の職業能力開発を支援するため、公的職業訓練への適切な誘導を

図るとともに、雇用型訓練（雇用した従業員を対象とした、企業内での実

習（OJT）と教育訓練機関等での座学等（Off-JT）を組み合わせた実

践的訓練）を推進する【平成28年-令和2年度にかけて継続的に実施】。

【28年度】【29度】【30年度】【元年度】【２年度】

○若者の職業能力開発を支援するため、仙台わかものハローワークに就職支援ナビゲーター（職業訓練・求職者支援分）を配置し、公的職業訓練へ

の誘導を積極的に実施。

〇キャリアアップ助成金（人材育成コース）や人材開発支援助成金の周知・広報を積極的に実施し、若年労働者の雇用型訓練を推進。

8
県外からの人材確保と地方の良質な

雇用機会とのマッチングの強化

若者等が宮城県への就職を選択肢の一つとして位置づけられるよう、首都

圏・近畿圏の新卒応援ハローワーク等と連携して、宮城県への就職希望者

を掘り起こすとともに、地方に立地する企業の職場情報を入手できるよう、

本省が開設するユースエール認定企業ポータルサイトに県内優良企業の職

場情報を掲載する【平成28-令和2年度にかけて継続的に実施】。

【28年度】【29年度】【30年度】【元年度】【２年度】

○宮城県のUIJターン就職を選択肢の一つとして位置付けられるよう、県内へのUIJターンが可能な求人情報について、東京及び大阪労働局へ毎月送

付。

○東京及び大阪労働局管内にて、宮城県内の就職を希望する求職者を「重点支援対象者」と位置づけ、連絡票を用いた担当者間の情報共有やそれ

に基づく個別求人開拓を実施。

○首都圏に在住する学生、求職者を対象とした仙台市が主催するUIJターンイベントについて、労働局、安定所の職員をスタッフとして派遣。平成28年

度は平成28年7月9日（土）及び平成28年9月17日（土）に開催。7月9日開催分が学生22名、23社参加。9月17日開催分が学生13名、一

般求職者19名、23社の参加。平成29年度は平成29年7月17日（月）に開催。学生12名、一般求職者14名、20社参加。

○宮城県内の「ユースエール認定企業」（29年度までは若者応援宣言企業も含む）を紹介する冊子を県内すべての大学等に配布し、魅力ある宮城

県の企業情報を発信することにより、県外出身の学生に宮城県での就職を啓発。



番号 取組 取組内容 現時点までの実績

1 改正労働者派遣法の円滑な施行

労働者派遣で働く方が正社員になる道を開いていくためには、その職業能

力を高めていくことや、正社員としての就業機会を提供していくこと等に取り

組むことが重要である。このため、第189回通常国会で成立した平成27年

改正労働者派遣法においては、派遣元に対して、計画的な教育訓練や希

望者へのキャリアコンサルティングを義務付けるとともに、派遣先への直接雇

用の依頼等の雇用安定措置を講ずることを派遣元の責務とすることや、正

社員の募集情報提供義務を派遣先に課すことなどとされたところであり、そ

の円滑な施行に取り組む。その際、雇用安定措置の実施に当たっては、労

働者派遣事業の許可の取消しも含めた厳正な指導により３年見込みの派

遣労働者に係る義務の履行を確保するだけでなく、1年以上の雇用契約を

結んだ派遣労働者に係る努力義務についても周知徹底し、適正な運用を

促す。

また、経過措置により改正前の法律が適用されている、いわゆる専門26業

務で働く派遣労働者についても、不安定な雇用に陥ることのないよう、宮城

労働局に設置した相談窓口において派遣労働者からの相談対応を行う。

さらに、平成24年改正労働者派遣法に基づき平成27年10月1日から施

行された「労働契約申込みみなし制度」を円滑に施行し、派遣労働者の雇

用の安定を確保しつつ違法派遣を是正することにより、労働者保護を図る

【平成28-令和2年度にかけて継続的に実施】。

【28年度】【29年度】【30年度】【元年度】【２年度】

〇改正された労働者派遣法の円滑な施行に向けて、事業者説明会や派遣労働者向けセミナーを開催するとともに、窓口等で個別に相談を受ける際、

パンフレットを活用し、制度を周知。

【28年度】

・派遣元事業所説明会：23回実施（参加数652事業所796人）・派遣労働者向けセミナー：9回実施（参加数311人）・派遣労働者からの相

談件数：168件

【29年度】

・派遣元事業所説明会：13回実施（参加数286事業所352人）・派遣労働者向けセミナー：12回実施（参加数258人）・派遣労働者からの相

談件数：106件

【30年度】

・派遣元事業所説明会：8回実施（参加数187事業所212人）・派遣労働者向けセミナー：12回実施（参加数284人）・派遣労働者からの相

談件数：120件

【元年度】

・派遣元事業所説明会：23回実施（参加数790事業所1,107人）・派遣労働者向けセミナー：12回実施（参加者数321人）・派遣労働者か

らの相談件数：226件

【2年度】

・新規許可等派遣事業所説明会・派遣元事業所説明会：７回実施（参加数78事業所85人）・派遣労働者向けセミナー：７回実施（参加者数

43人）・派遣労働者からの相談件数：124件

2 その他

手続が簡素化された紹介予定派遣の活用を推進するとともに、派遣先が

派遣労働者を正社員として雇用する場合のキャリアアップ助成金の活用促

進等を行う。

また、派遣期間終了後に派遣先が派遣労働者を直接雇用する場合の紛

争防止措置（派遣先が事前に派遣元に通知することや、職業紹介により

紹介手数料を支払うこと等）を派遣契約において定める義務について、周

知・啓発を行う。

さらに、経過措置期間中の派遣労働者に係る改正前の「労働契約申込み

義務制度」の適切な適用に向けた指導を行う【平成28-令和2年度にかけ

て継続的に実施】。

【28年度】【29年度】【30年度】【元年度】【２年度】

〇キャリアアップ助成金の活用促進については、派遣先事業所を対象とした説明会において周知。また、派遣元事業所及び派遣先事業所等を対象とし

て計画的に定期指導訪問を実施し、紛争防止措置についての周知・啓発と派遣契約内容の確認を実施。

【28年度】

・派遣先事業所説明会：5回実施（参加数169事業所210人）・派遣先及び発注者を対象とした定期指導訪問：70事業所

【29年度】

・派遣先事業所説明会：7回実施（参加数185事業所241人）・派遣先及び発注者を対象とした定期指導訪問：76事業所

【30年度】

・派遣先事業所説明会：８回（参加数305事業所327人）・派遣先及び発注者を対象とした定期指導訪問：36事業所

【元年度】

・派遣先事業所説明会：14回（参加数322事業所428人）・派遣先及び発注者を対象とした定期指導訪問：61事業所

【2年度】

・派遣先事業所説明会：新型コロナウィルス感染症拡大防止のため未実施　・派遣先及び発注者を対象とした定期指導訪問：20事業所

②対象者別の正社員転換等



番号 取組 取組内容 現時点までの実績

1 無期労働契約への転換ルールの周知等

無期労働契約への転換ルールについて、労働局・労働基準監督署・ハロー

ワークの窓口における周知、無期転換ルールを先行して導入した企業の好

事例を厚生労働省HPで周知するほか、セミナーでのルールの解説や個別

相談会の実施等によって、実際に制度が適用される平成30年４月１日ま

での間に集中的に制度の周知・企業における導入支援を図る。また、宮城

局独自にモデル企業を選定し、無期転換ルールの加速を図る【平成28-

29年度にかけて集中的に実施】。

【28年度】

〇9月、10月のキャンペーン期間を中心に平成30年4月からの申込権発生に向けて、労働局・労働基準監督署・ハローワークの窓口および訪問により周

知。また、厚生労働省HPに掲載された無期転換ルールを先行して導入した企業の好事例を案内。

〇県及び県内自治体全てに広報誌による周知啓発の掲載を要請。経済団体等事業主団体への周知。

【29年度】

〇職業安定部需給調整事業課と連携し　有期雇用労働者の多い派遣先企業を中心にした講習会において説明（3回、参加者数計117名）。

〇県及び県内自治体全てに広報誌による周知啓発の掲載を要請（36自治体中掲載21）。経済団体等事業主団体への周知。

〇最賃の周知と合わせた仙台市地下鉄全車両への広告掲載。

【30年度】【元年度】

〇職業安定部需給調整事業課と連携し　有期雇用労働者の多い派遣先企業等を中心にした講習会において説明

〇報告徴収、企業訪問コンサルティング実施時に、無期転換ルールについて説明し、周知。

【2年度】

〇報告徴収、企業訪問コンサルティング実施時に、無期転換ルールについて説明し、周知。

2 雇止め法理の周知等
雇止め法理について、セミナー等を通じて、周知徹底を図る【平成28年度

以降も継続的に実施予定】。

【28年度】【29年度】

○各総合労働相談コーナー、労働基準監督署、公共職業安定所等にパンフレットを備え付け、周知。また、各種セミナー、説明会等において、労働契

約法第18条「無期労働契約への転換」、同法第20条「有期労働契約であることによる不合理な労働条件の禁止」と併せて、趣旨及び規定内容につい

て周知。

【30年度】【元年度】

○各総合労働相談コーナー、労働基準監督署、公共職業安定所等にパンフレットを備え付け、周知。また、派遣元事業者等に対する各種説明会等に

おいて、労働契約法の無期転換ルール、働き方改革関連法に併せ、雇止め法理の法律の規定について周知。

【2年度】

○各総合労働相談コーナー、労働基準監督署、公共職業安定所等にパンフレットを備え付け、周知。

3
高齢の有期契約労働者の無期転換

の促進

高齢の有期契約労働者については、高年齢者雇用安定法に基づく高年

齢者雇用確保措置の対象とならない場合が多いため、これらの者を無期雇

用に転換させ、65歳までの雇用機会の確保を図る事業主に対する助成制

度を活用し、無期転換の促進を図る【平成28-令和2年度にかけて継続的

に実施】。

【28年度】

○無期転換ルールについての説明会を実施することにより、制度を周知。

【29年度】

○仙台、石巻、古川、大河原、気仙沼地域において「高年齢者活躍促進セミナー」を開催し、事業主に対して助成制度を周知。

【30年度】

○仙台、石巻、古川、大河原地域において「高年齢者活躍促進セミナー」を開催し、事業主に対して助成制度を周知。

【元年度】

○仙台、石巻、古川、大河原地域において「高年齢者活躍促進セミナー」を開催し、事業主に対して助成制度を周知。

【２年度】

○仙台地域において「高年齢者活躍促進セミナー」を開催し、事業主に対して助成制度を周知。

4 キャリアアップ助成金の活用促進
キャリアアップ助成金により有期契約労働者の正規雇用等への転換につい

て活用促進を図る【平成28-令和2年度にかけて継続的に実施】。

【28年度】【29年度】【30年度】【元年度】【2年度】

○キャリアアップ助成金（正社員化コース）の周知、広報を積極的に実施。

【28年度】正規雇用社員への転換数は1,005人

【29年度】正規雇用社員への転換数は1,966人

【30年度】正規雇用社員への転換数は1,682人

【元年度】正規雇用社員への転換数は1,351人

【2年度】正規雇用社員への転換数は944人

②対象者別の正社員転換等



番号 取組 取組内容 現時点までの実績

1
正社員転換推進措置の好事例の収

集等

パートタイム労働法第13条 の規定に基づき設けられている各事業所にお

ける正社員転換推進措置によって、短時間労働者の正社員への転換が推

進されるように、好事例の収集・周知等に取り組む。また、短時間（勤務

時間限定）正社員の制度導入の推進に向けた、導入の好事例の周知等

により制度の普及・啓発に取り組む。

さらに、短時間労働者のキャリアアップについて、企業の先進的な取組を収

集し、情報提供することで支援を実施する【それぞれ平成28-令和2年度に

かけて継続的に実施】。

【28年度】

〇パートタイム労働法に基づく報告徴収による事業所訪問において、パートタイム労働法第13条に基づく正社員転換措置が講じられているか聴取し、措

置を講じていない事業所に対して是正指導を行ったほか、措置を講じている企業に対しても実効性のある取り組みとなるよう具体的なアドバイスを実施。

【29年度】

〇パートタイム労働法に基づく報告徴収において、パートタイム労働法第13条に基づく正社員転換措置が講じられているか聴取し、措置を講じていない

事業所に対して是正指導を行ったほか、措置を講じている事業所に対しても実効性のある取組となるよう具体的なアドバイスを実施。

【30年度】　【元年度】

〇パートタイム労働法に基づく報告徴収において、パートタイム労働法第13条に基づく正社員転換措置が講じられているか聴取し、措置を講じていない

事業所に対して是正指導を行ったほか、措置を講じている事業所に対しても実効性のある取組となるよう具体的なアドバイスを実施。必要に応じ、「キャリ

アアップ支援マニュアル」、「短時間正社員制度導入・運用支援マニュアル」を配布し、取組方法、導入企業の好事例について情報提供を実施。

【2年度】

〇パートタイム労働法又はパートタイム・有期雇用労働法に基づく報告徴収において、パートタイム労働法第13条又はパートタイム・有期雇用労働法第

13条に基づく正社員転換措置が講じられているか聴取し、措置を講じていない事業所に対して是正指導を行ったほか、措置を講じている事業所に対して

も実効性のある取組となるよう具体的なアドバイスを実施。必要に応じ、「キャリアアップ支援マニュアル」、「短時間正社員制度導入・運用支援マニュアル」

を配布し、取組方法、導入企業の好事例について情報提供を実施。

番号 取組 取組内容 現時点までの実績

1 地域における正社員転換等の取組

地域的な雇用構造の改善を図ることにより、地域経済の活性化を実現する

ため、雇用促進税制の活用によって雇用機会が不足している地域における

質の高い雇用（無期雇用かつフルタイム）の創出を促進する。また、「宮

城働き方改革推進等政労使協議会」において長時間の労働の削減、労

務管理の見直し、働き続けられる職場づくりを働きかけるとともに、正社員等

の著しい長時間が認められる事業場に対しては、長時間労働の抑制につい

て指導を行う【平成28-令和2年度にかけて継続的に実施】。

【28年度】【29年度】【30年度】【元年度】【２年度】

〇雇用機会が不足している地域において、雇用促進税制の活用促進のためハローワークが呼びかけを実施。

〇宮城働き方政労使協議会における、長時間の労働の削減、労務管理の見直し、働き続けられる職場づくりの働きかけの実施。

28年度　平成28年8月31日

29年度　平成29年12月21日

30年度　平成30年9月21日

元年度　 令和2年3月19日

　　（新型コロナウイルス感染拡大防止のため持ち回り開催。就職氷河期世代の活躍支援に向けて共同でメッセージを発信することに伴い意見拝聴。）

２年度　 令和2年9月7日

〇長時間労働が疑われる事業場に対して監督指導を行ったほか，長時間労働抑制のための集団指導，周知啓発を実施。

②対象者別の正社員転換等

②対象者別の正社員転換等



番号 取組 取組内容 現時点までの実績

1
モデル就業規則の作成、コンサルティ

ングの実施

「多様な正社員」及び「無期転換」に関するモデル就業規則の周知を実施

するとともに、「多様な正社員」及び「無期転換」の導入を検討している中小

企業に対して、社会保険労務士等によるコンサルティングを実施する【平成

28-令和2年度にかけて継続的に実施】。

【28年度】【29年度】【30年度】【元年度】【2年度】

〇働き方・休み方改善コンサルタント等によるコンサルティング実績

平成28年度86件、平成29年度80件、平成30年度104件、元年度38件、2年度17件

2
短時間正社員制度導入支援マニュ

アルの普及等

短時間正社員制度導入支援マニュアルの普及等により、企業における「短

時間正社員制度」の円滑な導入及び運用に向けた支援を実施する【平成

28-令和2年度にかけて継続的に実施】。

【28年度】

〇育児・介護休業法及びパートタイム労働法等に基づく企業訪問等の機会を活用し周知。「働き方・休み方改善コンサルタント」が企業を訪問する際な

どに、短時間正社員制度導入支援マニュアルを持参しアドバイスを実施。その際短時間正社員制度導入を検討する企業があれば、短時間正社員制度

導入支援マニュアルを案内し、制度導入に向けた支援を実施。

【29年度】【30年度】

〇男女雇用機会均等法、育児・介護休業法及びパートタイム労働法に基づく報告徴収の機会を活用し、「短時間正社員制度導入支援マニュアル」を

提供することにより周知。

【元年度】

〇パートタイム労働法に基づく報告徴収等の機会を活用し、「短時間正社員制度導入支援マニュアル」を提供することにより周知。

【２年度】

〇パートタイム労働法又はパートタイム・有期雇用労働法に基づく報告徴収等の機会を活用し、「短時間正社員制度導入支援マニュアル」を提供するこ

とにより周知。

3 キャリアアップ助成金の活用促進
キャリアアップ助成金を活用して、「多様な正社員」制度が普及されるよう積

極的な周知を図る【平成28-令和2年度にかけて継続的に実施】。

【29年度】

〇キャリアアップ助成金（正社員化コース）を利用して多様な働き方への転換数は133名。

【30年度】

〇キャリアアップ助成金（正社員コース）を利用して多様な働き方への転換数は36名。

【元年度】

〇報告徴収及び説明会等の機会を捉えて積極的に周知を図った。

〇キャリアアップ助成金（正社員コース）を利用して多様な働き方への転換数は27名。

【２年度】

〇報告徴収及び働き方改革推進支援センターと連携して開催したセミナー等の機会を捉えて積極的に周知を図った。

〇キャリアアップ助成金（正社員コース）を利用して多様な働き方への転換数は0名。

4 好事例の収集等

「多様な正社員」を導入している企業の好事例を収集し、HPに掲載するこ

とにより、「多様な正社員」の普及・拡大を図る【平成28-令和2年度にかけ

て継続的に実施】。

【28年度】【29年度】【30年度】【元年度】

〇働き方・休み方改善コンサルタント等によるコンサルティング実施時に好事例を把握し、宮城労働局ＨＰに掲載し周知広報。

【2年度】

〇働き方・休み方改善コンサルタントによる企業訪問時、報告徴収等実施時に好事例の把握に努めている。

③「多様な正社員」の推進



番号 取組 取組内容 現時点までの実績

1 適正な待遇確保について

雇用形態が異なっていても同じ職務・職責において適正な待遇を確保する

ため、これまでパートタイム労働法、労働者派遣法及び労働契約法につい

て、均等・均衡待遇や差別禁止といった考え方を踏まえた法改正を行ってき

たところ、これらの規定に基づき、企業に対して指導、周知・啓発を図り、適

正な待遇を確保していく。

【28年度】【29年度】【30年度】【元年度】【２年度】

○パートタイム労働者・有期雇用労働者については、パートタイム労働法又はパートタイム・有期雇用労働法（2年度以降）に基づく報告徴収を実施

し、事業主に対する指導等によりパートタイム労働法又はパートタイム・有期雇用労働法の履行確保を促進。

〇異なる雇用形態においても、同じ職務・職責において適正な待遇を確保するため、派遣元事業所を対象とした説明会を開催し、周知啓発を行うととも

に、定期訪問指導の際、着実な施行を確認し、違反が確認された事業所については文書指導等を実施。

【28年度】

○派遣元事業所説明会：23回実施(参加数652事業所796人）

【29年度】

○派遣元事業所説明会：13回実施(参加数286事業所352人）

【30年度】

○派遣元事業所説明会：８回実施（参加数187事業所　212人）

【元年度】

○派遣元事業所説明会：２３回実施（参加数790事業所1,107人）

〇事業主が参加する会議、研修会において、パートタイム・有期雇用労働法施行に向けた適正な待遇確保について説明。

【２年度】

〇新規許可等派遣事業所説明会・派遣元事業所説明会：７回実施（参加数78事業所85人）

(2)待遇改善について



【28年度】

〇最賃に係る広報①広報誌による広報掲載（都道府県・市町村　36件、労働団体・使用者団体等　10件）②新聞・ラジオ・テレビ報道　3件　③本

省作成版ポスター配布（431件）、本省作成リーフレット配布（941件）、労働局独自作成ポスター配布（645件）④局署による集団指導による広

報（736事業場　998人）⑤労働局ホームページ掲載

〇最低賃金法違反の状況

・ 監督実施事業場数等

　279事業場に対し監督指導を実施（前年度より74件増加）。最低賃金額未満の賃金額で労働者を雇用していた事業場数は41事業場（同12

件増加）。最低賃金の違反率は14.7％（同0.6％増加）。

・ 最低賃金額未満の労働者数

　最低賃金額未満の労働者数は105人（同21人減少）。監督実施事業場全労働者数に占める割合は3.8％(同1.7％減少)。

・最低賃金額未満の労働者のうちのパート・アルバイトの割合

　最低賃金額未満労働者のうちパート・アルバイトは88人、全体の83.8％(同33人増加・40.1％増加)。

・監督実施事業場の最低賃金に対する認識

　宮城県の最低賃金額を知っていた　64.9％（同6.8％減少）。額は知らないが最低賃金が適用されることを知っていた　34.4％（同10.5％増

加）。最低賃金が適用されることを知らなかった　0.7％（同3.7％減少）。

・最低賃金額以上を支払っていなかった主な理由

　「適用される最低賃金額を知らなかった」30事業場・69.8％（同19件増加・37.4％増加）。「最低賃金改定を知っていたが賃金改定をしていなかっ

た」2事業場・4.7％（同2件減少・7.1％減少）。なお、その他が11事業場で25.6％を占めているが、「賃金改定時期に事務処理が間に合わなかっ

た」、「パートや高齢者等には適用がないと勘違いしていた」など理由は多種多様であった。

・改善指導

　最低賃金額以上の賃金額を支払っていない事業場に対しては、最低賃金改定時にさかのぼって最低賃金額以上の賃金を支払うよう改善指導を実

施。

【29年度】

〇最賃に係る広報

①広報誌による掲載(県・市町村３６件、労働団体・使用者団体等25件)②新聞・ラジオ・テレビでの広報(３件)、求人情報誌掲載(１件)③ポスター

等配布先実績(本省版ポスター528件、本省版リーフレット934件、労働局独自作成ポスター684件)④局署による集団指導による広報(2131事業場

(2479人))⑤その他・局ホームページ掲載　・市営地下鉄車両内ステッカー掲示・サッカー試合中のLED広告掲出　・最賃周知シール作成(封筒貼付

用)

〇最低賃金法違反の状況

・249事業場に対し監督指導を実施。最賃未満労働者86人(前年比－19人）監督実施事業場全労働者数に占める割合は3.9%。

・違反率12.9％(32事業場。前年比－1.8ポイント(▲9事業場))。最賃未満労働者のうちパート・アルバイトは61人、70.9%(前年比－27人、－

12.9ポイント)

・監督実施事業場の最低賃金に対する認識

　県の最低賃金額を知っていた　84.3％（前年比+19.4ポイント）。額は知らないが最低賃金が適用されることを知っていた　14.9％（同－19.5ポイ

ント）。最低賃金が適用されることを知らなかった　0.8％（同+0.1ポイント）。

・最低賃金額以上を支払っていなかった主な理由

　「適用される最低賃金額を知らなかった」　12事業場・30.8％（同－18件、－39.6ポイント）。「最低賃金改定を知っていたが賃金改定をしていな

かった」12事業場・30.8％（同+10件、+26.1ポイント）。「月給制の労働者について、時間額に換算して最低賃金以上の金額となっているか比較し

ていなかった」7事業場・17.9%

・改善指導

　最低賃金額以上の賃金額を支払っていない事業場に対しては、最低賃金改定時にさかのぼって最低賃金額以上の賃金を支払うよう改善指導を行っ

た。【30年度】

〇最賃に係る広報

①広報誌による掲載(県・市町村33件、労働団体・使用者団体等25件)②新聞・ラジオ・テレビでの広報(11件)、求人情報誌掲載(１件)③ポスター

等配布先実績(本省版ポスター681件、本省版リーフレット1103件、労働局独自作成ポスター420件)④局署による集団指導による広報(2579事業

場(2947人))⑤その他・局ホームページ掲載　・市営地下鉄車両内ステッカー掲示・サッカー試合中のLED広告掲出　・最賃周知シール作成(封筒貼

付用)

〇最低賃金法違反の状況

・266事業場に対し監督指導を実施。最賃未満労働者131人(前年比＋45人）監督実施事業場全労働者数に占める割合は4.8%。

最低賃金、賃金の引上げについて

最低賃金について、幅広い周知を図るとともに、的確な監督指導を行う。

最低賃金の引上げに向けて、中小企業・小規模事業者の生産性向上等

のための支援を図る。また、企業収益を踏まえた賃金の引上げに向けた働き

かけや必要な環境整備を行っていく。
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・違反率14.7％(39事業場。前年比＋1.8ポイント(＋7事業場))。最賃未満労働者のうちパート・アルバイトは85人、64.9%(前年比＋24人、－6

ポイント)

・監督実施事業場の最低賃金に対する認識

　県の最低賃金額を知っていた　86.5％（前年比+2.2ポイント）。額は知らないが最低賃金が適用されることを知っていた　13.2％（同－1.7ポイン

ト）。最低賃金が適用されることを知らなかった　0.4％（同、－0.4ポイント）。

・最低賃金額以上を支払っていなかった主な理由

　「適用される最低賃金額を知らなかった」　12事業場・26.1％（同±0件、－4.7ポイント）。「最低賃金改定を知っていたが賃金改定をしていなかっ

た」12事業場・26.1％（同+10件、－4.7ポイント）。「月給制の労働者について、時間額に換算して最低賃金以上の金額となっているか比較してい

なかった」5事業場・12.8%（同－2件、－9.1％）。「企業間取引の問題」5事業場・12.8％（同＋5件、＋12.8％）。

・改善指導

　最低賃金額以上の賃金額を支払っていない事業場に対しては、最低賃金改定時にさかのぼって最低賃金額以上の賃金を支払うよう改善指導を行っ

た。

【令和元年度】

〇最低賃金に係る広報

①広報誌による掲載（県・市町村35件）、　②新聞・ラジオ・テレビによる広報（11件）、③ポスター等配布先実績（本省版ポスター460件、本省版

リーフレット1,085件、労働局独自作成ポスター340件、同リーフレット799件）、　④局署による集団指導による広報（2,678事業場、2,755人）、

⑤その他・局ホームページ掲載・市営地下鉄車両内ステッカー掲示・サッカー試合中のＬＥＤ広告掲出・最賃周知シール作成（封筒貼付用）

〇最低賃金法違反の状況

①195事業場に対し監督指導を実施。最賃未満労働者56人（前年比－75人）監督実施事業場全労働者数に占める割合は3.4％（同－1.4ポ

イント）

②違反率15.4％（30事業場。前年比＋0.7ポイント（－9事業場））　最賃未満労働者のうちパート・アルバイトは35人、62.5％（前年比－50

人、－2.4ポイント）

③監督実施事業場の最低賃金に対する認識

　　「県の最低賃金額を知っていた」　91.8％（前年比＋5.3ポイント）

　　「額は知らないが最低賃金が適用されることを知っていた」　8.2％（同　－5.0ポイント）。

　　「最低賃金が適用されることを知らなかった」　0％（同、－0.4ポイント）

④最低賃金額以上を支払っていなかった主な理由

　　「適用される最低賃金額を知らなかった」　10事業場、28.6％　　（同－2件、＋2.5ポイント）

　　「最低賃金改定を知っていたが賃金改定をしていなかった」　6事業場、17.1％　　（同－6件、－9.0ポイント）

　　「月給制の労働者について、時間額に換算して最低賃金以上の金額となっているか比較していなかった」　3事業場、8.6％　（同－2件、－

2.3％）

　　「合意があればいいと思っていた」　4事業場、11.4％（同＋2件、＋7.1％）

⑤改善指導

　　　最低賃金額以上の賃金額を支払っていない事業場に対しては、最低賃金改定時に遡って最低賃金額以上の賃金を支払うよう改善指導を行っ

た。

【令和２年度】

〇最低賃金に係る広報

① プレスリリース（地域最賃は改正諮問時・答申時・発効時、特定最賃は発効時）② 自治体広報誌、商工会議所・商工会等機関誌による周知

（地域最賃、特定最賃について掲載依頼、自治体広報誌は34件掲載）③ ポスター、リーフレットによる周知（地域最賃は977機関・団体等、特定

最賃は822機関・団体等に送付し依頼）④ ローカルＦＭ放送による周知（8社で放送）⑤ その他の取組（最賃周知用のぼり旗の作成・設置、封

筒貼付用最賃シールの作成・活用、局ＨＰ・メルマガの活用、局署の各種集団指導時の周知、県内9大学にＳＮＳ発信の依頼）

〇最低賃金法違反の状況

①244事業場に対し監督指導を実施。最賃未満労働者27人（前年比－29人）監督実施事業場全労働者数に占める割合は1.4％（同－2.0ポ

イント）②違反率6.1％（15事業場。前年比ー9.3ポイント（－15事業場））　最賃未満労働者のうちパート・アルバイトは24人、88.9％（前年

比－11人、＋26.4ポイント）



③監督実施事業場の最低賃金に対する認識

　　「県の最低賃金額を知っていた」　88.1％（前年比－3.7ポイント）

　　「額は知らないが最低賃金が適用されることを知っていた」　11.9％（同　＋3.7ポイント）。

　　「最低賃金が適用されることを知らなかった」　0％（同、0ポイント）

④最低賃金額以上を支払っていなかった主な理由

　　「適用される最低賃金額を知らなかった」　7事業場、46.7％　　（同－3件、＋18.1ポイント）

　　「最低賃金改定を知っていたが賃金改定をしていなかった」　2事業場、13.3％　　（同－6件、－3.8ポイント）

　　「月給制の労働者について、時間額に換算して最低賃金以上の金額となっているか比較していなかった」　3事業場、20.0％（同＋－0件、＋11.4

ポイント）

　　「その他（高齢者には適用されないと思っていた、売上減・コスト増により最賃額を支払うことができなかった、翌月の賃金から改定すればよいと思ってい

　たい」　3事業場、20.0％

⑤改善指導

　　　最低賃金額以上の賃金額を支払っていない事業場に対しては、最低賃金改定時に遡って最低賃金額以上の賃金を支払うよう改善指導を行っ

た。

3 待遇改善・職業能力開発の推進

キャリアアップ助成金の処遇改善コースの活用促進や、中長期的なキャリア

形成を支援する教育訓練給付制度、同助成金の人材育成コースの活用

促進による待遇改善・職業能力開発の推進を進める【平成28-令和2年

度にかけて継続的に実施】。

【28年度】【29年度】【30年度】【元年度】【2年度】

○キャリアアップ助成金賃金規定等共通化コースなど処遇改善コースの活用について広報を実施。

○処遇改善コース全体の活用実績

【29年度】　54件、【30年度】　68件、【令和元年度】　44件、【2年度】34件

【28年度】【29年度】【30年度】【元年度】【2年度】

○有期契約労働者が育児休業及び介護休業を取得し、継続就業しやすくするため、育児・介護休業法を改正し、有期契約労働者の育児休業及び

介護休業の取得要件を緩和（平成29年1月1日施行）するとともに、中小企業における労働者の円滑な育児休業の取得及び職場復帰などを図るた

め、育休復帰支援プランの策定支援を実施。

○「期間雇用者の育児休業取得促進プログラム」に位置付けていた、中小企業両立支援助成金・代替要員確保コース及び育休復帰支援プランコース

により、期間雇用者の育児休業の取得及び職場復帰の取組を行う中小企業事業主に対する助成を実施。なお、平成29年度より「両立支援等助成

金・育児休業等支援コース」として統合し、①育休取得時、②職場復帰時、③代替要員確保時に支給を実施。平成30年度から④職場復帰後支援

が追加。

〇育休取得時・職場復帰時　28年度:6件、29年度:54件、30年度：86件、元年度：135件、2年度：135件

〇代替要員確保時　28年度:2件、29年度:33件、30年度：17件、元年度：25件、2年度：28件

〇職場復帰後支援　30年度：4件、元年度：7件、2年度：6件

○仕事と介護が両立しやすい職場環境を整備する際に、企業が活用できる「仕事と介護の両立支援対応モデル」の普及を図ったほか、個々の労働者が

仕事と介護を両立できるよう「介護支援プランモデル」を構築し、同プランの策定支援を実施。

○また、同プランに基づき、休業取得・職場復帰させた事業主に対して両立支援等助成金・介護支援取組助成金による助成を実施。なお、平成29年

度より「両立支援等助成金・介護離職防止支援コース」として支給を実施、令和2年度からは「新型コロナウイルス感染症特例」を設けた。

28年度（介護支援取組助成金）512件

29年度（介護離職防止支援コース）1件

30年度（介護離職防止支援コース）2件

元年度（介護離職防止支援コース）10件

2年度 （介護離職防止支援コース）10件（うちコロナ特例1件）

4

中小企業における労働者の円滑な育児休業の取得及び職場復帰などを

図るため、育休復帰支援プランの策定支援事業や期間雇用者が育児休

業を取得した際の代替要員の確保等の取組を行う中小企業事業主に対

して支給する助成金の利用促進を図る。また、仕事と介護が両立しやすい

職場環境に向けて、「仕事と介護の両立支援対応モデル」の普及・展開、

個々の労働者のニーズに応じた両立支援に活用できる介護支援プランモデ

ルを周知するほか、介護支援プランの策定支援事業の利用促進を図るとと

もに、当該プランに基づき、休業取得・職場復帰させた中小企業事業主に

対して助成金を支給する【平成28年度以降も継続的に実施予定（一部

法・制度改正が前提）】。

育児休業・介護休業の取得推進



5

妊娠・出産・育児休業等を理由とす

る不利益取扱い等やセクシュアルハラ

スメント対策の実施

職場における不快な性的言動等（セクシュアルハラスメント）や妊娠・出

産・育児休業等を理由とする不利益取扱い（いわゆるマタニティハラスメン

ト）について、迅速・厳正な行政指導を行うとともに、着実な男女雇用機

会均等法等の施行と未然防止の徹底を図る【平成28・29年度に集中的

に実施】。

【28年度】

○平成29年1月1日から施行された改正均等法及び育児・介護休業法により、妊娠・出産・育児休業等ハラスメントの防止が事業主の義務とされたことにつ

いて、セミナー開催により改正法の周知を集中的に行うとともに（平成28年度の説明会開催回数：2回）、個別事案に対し迅速、厳正な行政指導を実

施。

○併せて、特別相談窓口を設置し、労使双方からの妊娠・出産、育児休業等を理由とする不利益取扱いやハラスメントへの相談対応を実施。（平成29年3

月末時点の不利益取り扱い、妊娠・出産・育児等ハラスメント相談件数377件）

【平成29年度】

○男女雇用機会均等法及び育児・介護休業法に基づくハラスメント防止義務について、報告徴収により措置されていない事業所について是正指導を実施。

○特別相談窓口を設置するとともに、随時、労使双方からの妊娠・出産、育児休業等を理由とする不利益取り扱いやハラスメントについての相談対応を実

施。（不利益取り扱い、妊娠・出産・育児等ハラスメント相談件数　549件）

【平成30年度】

○男女雇用機会均等法及び育児・介護休業法に基づくハラスメント防止義務について、報告徴収により措置されていない事業所について是正指導を実施。

○特別相談窓口を設置するとともに、随時、労使双方からの妊娠・出産、育児休業等を理由とする不利益取り扱いやハラスメントについての相談対応を実

施。（不利益取り扱い、妊娠・出産・育児等ハラスメント相談件数　384件）

【元年度】

○男女雇用機会均等法及び育児・介護休業法に基づくハラスメント防止義務について、報告徴収により措置されていない事業所について是正指導を実施。

○特別相談窓口を設置するとともに、随時、労使双方からの妊娠・出産、育児休業等を理由とする不利益取り扱いやハラスメントについての相談対応を実

施。（不利益取り扱い、妊娠・出産・育児等ハラスメント相談件数　404件）

【２年度】

○男女雇用機会均等法及び育児・介護休業法に基づくハラスメント防止義務について、報告徴収により措置されていない事業所について是正指導を実施。

○特別相談窓口を設置するとともに、随時、労使双方からの妊娠・出産、育児休業等を理由とする不利益取り扱いやハラスメントについての相談対応を実

施。（不利益取り扱い、妊娠・出産・育児等ハラスメント相談件数　426件）

6
パワーハラスメント等の予防・解決に

向けた環境整備

職場のパワーハラスメントの予防・解決に向けた社会的気運の醸成を図るた

め、ポータルサイト「あかるい職場応援団」等を活用した周知啓発を行うとと

もに、個別労働関係紛争解決制度の活用による迅速・円滑な解決、パ

ワーハラスメント対策導入マニュアル」を用いた労使の取組を促進する【平成

28-令和2年度にかけて継続的に実施】。

【28年度】【29年度】【30年度】【元年度】【2年度】

○各総合労働相談コーナー、労働基準監督署、公共職業安定所等にパンフレットを備え付け、かつ、ポスターを掲示し、周知啓発を図っている。各総合

労働相談コーナーでは、個別労働紛争解決制度に基づく、相談、助言・指導、あっせんを行い、迅速・円滑な解決を図っている。

○パワーハラスメント対策セミナーを開催し、「パワーハラスメント対策導入マニュアル」を用いた労使の取組を促進している。

7
雇用管理改善による「魅力ある職場

づくり」の推進

雇用管理改善につながる制度の導入・実施を通じて従業員の職場定着に

取り組む事業主を支援する職場定着支援助成金の活用を働きかけ、企業

の生産性向上と雇用管理改善の両立を促進する【平成28-32年度にかけ

て継続的に実施】。

併せて、労働局・ハローワークにおける求人受理や求人サービス等のあらゆる

機会を活用した周知により、事業主自身の主体的な雇用管理改善による

「魅力ある職場づくり」を推進する【平成28-令和2年度にかけて継続的に

実施】。

【28年度】【29年度】【30年度】【元年度】

○ハローワークでは、求人受理時や事業主との接触場面において、雇用管理改善の働きかけを行い、「魅力ある職場づくり」を推進することが人材確保に

繋がりやすいことを周知。

○宮城県、宮城県教育委員会及び宮城労働局の3者により締結している「宮城県における雇用の安定と定住推進協定に基づく事業計画」に基づき、

宮城県内の魅力ある職場作りを行っている企業を宮城県知事と労働局長の連名で表彰。

【2年度】

○ハローワークでは、求人受理時や事業主との接触場面において、雇用管理改善の働きかけを行い、「魅力ある職場づくり」を推進することが人材確保に

繋がりやすいことを周知。

8 労働保険の適用の推進
労働保険未手続事業者に対する対策を引き続き推進する【平成28-令和

2年度にかけて継続的に実施】。

【28年度】【29年度】【30年度】【元年度】【2年度】

○加入促進業務の受託先である全国労働保険事務組合連合会宮城支部と未手続事業一掃対策協議会を開催し連携を深め、未手続事業の把握

や加入促進を積極的に行い、訪問等により加入手続指導を強力に実施。また、関係行政機関からの通報も活用し、未手続事業の積極的かつ的確な

把握・加入勧奨を実施。

・未手続事業一掃対策協議会開催

　　平成28年度　3回

　　平成29年度　2回

　　平成30年度　2回

　　令和元年度　 2回

　　令和2年度　　2回



9 中小企業退職金共済制度への加入促進

中小企業退職金共済制度（独力では退職金制度を設けることが困難な

中小企業に対して、事業主の相互共済の仕組みと国の援助によって設けら

れた国の退職金制度）について、周知等を通じて制度への加入を促進す

る【平成28-令和2年度にかけて継続的に実施】。

【28年度】

○労働基準通信等を活用して周知。

【29年度】【30年度】

○中退共が実施する制度説明会のリーフレットを窓口配布するとともにポスターを掲示。あわせて制度説明会に講師を派遣。また、宮城労働局メルマガに

情報を掲載し会員に配信。

【元年度】【2年度】

○宮城労働局メールマガジンに情報を掲載し会員に配信。

10
学生アルバイトの労働条件の確保に

向けた取組の強化

事業主・業界団体への要請等に加え、チラシ・冊子等の作成による学生・

事業主に対する周知・啓発など情報発信の更なる推進に取り組むとともに、

学生アルバイトに関する労働相談の窓口としての「総合労働相談コーナー」

の幅広い広報を含め、同コーナーにおける対応を積極的かつ的確に実施す

る。また、平成28年度は「アルバイトの労働条件を確かめよう」キャンペーン

（4月～7月）を展開する【平成28年度以降も継続的に実施予定】。

【28年度】

○学生アルバイトに関して、大学、専門学校に対して講師派遣依頼を行うとともに、大学、専門学校に対して23回セミナーを実施。

○各総合労働相談コーナーに「若者相談コーナー」を設け、積極的に学生アルバイトに関する労働相談を受付。

【29年度】

○「アルバイトの労働条件を確かめよう」キャンペーンを4月～7月に展開。

○大学、専門学校に対して、学生アルバイトの労働条件を周知するため、講師を派遣し、27回セミナーを実施。

【30年度】

○各総合労働相談コーナーに「若者相談コーナー」を設け、積極的に学生アルバイトに関する労働相談を受付。相談件数は19件

○「アルバイトの労働条件を確かめよう」キャンペーンを4月～7月に展開。

○事業主等に対する集団指導や監督指導時の周知・啓発、学生等に対するリーフレットの配付の各労働基準監督署長への指示。

【元年度】

○「アルバイトの労働条件を確かめよう」キャンペーンを4月～7月に展開。

○事業主等に対する集団指導や監督指導時の周知・啓発、学生等に対するリーフレットの配付の各労働基準監督署長への指示。

○大学、専門学校に対して、学生アルバイトの労働条件を周知するため、講師を派遣し、22回セミナーを実施。

【２年度】

○「アルバイトの労働条件を確かめよう」キャンペーンを4月～7月に展開。

○事業主等に対する集団指導や監督指導時の周知・啓発、学生等に対するリーフレットの配付の各労働基準監督署長への指示。

○大学、専門学校に対して、学生アルバイトの労働条件を周知するため、講師を派遣し、10回セミナーを実施。

11 学生・生徒等に対する労働法制の周知

労働者の関係法令の不知による問題事案の発生を未然に防止するため、

学生・生徒等に対する労働法制の基礎知識の付与に係る取組を進める。

具体的には、本省で作成する労働法制の基本的知識をまとめたパンフレッ

ト「知って役立つ労働法～働くときに必要な基礎知識～」及び「これってあ

り？～まんが知って役立つ労働法Q&A～」並びに局が独自に作成する労

働法制ガイドブック「読んでみるっちゃ！」について、学校・企業等で活用でき

るよう周知・活用の促進を図る。また、宮城県教育委員会及び県内大学

等の協力を得つつ、労働局の職員が、講師として高校、大学等を訪問し、

セミナー等を実施する【平成28-令和2年度にかけて継続的に実施】。

【28年度】

○大学、短大、専門学校58校に対して労働法セミナーの講師派遣依頼通知を行った。大学、専門学校に対して23回セミナーを実施。

○学生アルバイト対策および将来仕事に就く学生向けに、大学、専門学校に対して講師派遣依頼を実施。

【29年度】

○大学、専門学校に対してセミナー実績は27回。

【30年度】

〇大学、専門学校に対してセミナー実績は21回。

【元年度】

〇大学、専門学校に対してセミナー実績は22回。

【2年度】

〇大学、専門学校に対してセミナー実績は10回。



12 均等・均衡待遇の推進等

平成27年改正労働者派遣法で強化された派遣労働者と派遣先の労働

者の均衡待遇の確保に係る規定（均衡待遇の確保のために考慮した内

容を、本人の求めに応じて説明する派遣元の義務等）の着実な施行を図

り、義務違反に対しては、許可の取消しも含めて厳しく指導を行う 【平成

28年-令和2年度にかけて継続的に実施】。

【28年度】【29年度】【30年度】【元年度】【２年度】

○法改正により強化された、均衡を考慮した待遇の確保のための措置については、派遣元事業所を対象とした説明会を開催し、周知啓発を行うととも

に、定期訪問指導の際、着実な施行を確認し、違反が確認された事業所については文書指導等により是正を指示。

【28年度】

　派遣元事業所説明会：23回実施（参加数652事業所796人）

【29年度】

　派遣元事業所説明会：13回実施（参加数286事業所352人）

【30年度】

○派遣元事業所説明会：８回実施（参加数187事業所　212人）

【元年度】

○派遣元事業所説明会：23回実施（参加数790事業所1,107人）

【２年度】

〇新規許可等派遣事業所説明会・派遣元事業所説明会：７回実施（参加数78事業所85人）

13
教育訓練、キャリアコンサルティングの

実施等

平成27年改正労働者派遣法で派遣元の義務として新設されたキャリア

アップを推進するための措置（派遣労働者に対する計画的な教育訓練

や、希望者へのキャリアコンサルティングを実施する義務、労働者派遣事業

の許可・更新要件に「キャリア形成支援制度を有すること」の追加等）の着

実な施行を図る。また、偽装請負などの違法派遣について引き続き厳正な

行政指導等を行っていくともに、平成27年改正労働者派遣法で全ての労

働者派遣事業が許可制に一本化されたことを踏まえ、法違反のある派遣

元に対しては、許可の取消しも含めて厳しく対処することで、派遣労働者の

保護を図る【平成28-令和2年度にかけて継続的に実施】。

【28年度】【29年度】【30年度】【元年度】【２年度】

○義務化されたキャリアアップ措置については、派遣元説明会を開催し、周知啓発を行ったほか、許可・更新申請に係る実地調査時において計画的に実

施するよう勧奨。また、許可制の一本化については、特定派遣事業者を対象としたアンケート調査を実施のうえ、許可制への切替説明会を開催。このほ

か、計画的に定期指導訪問を実施し、法改正内容に則した適正な事業運営がなされているかを確認し、違反が確認された場合は文書指導等を実施。

【28年度】

○全ての派遣事業所対象　法改正説明会：11回実施（参加数348事業所475人）

○特定派遣事業所対象　許可制切替・法改正説明会：12回実施（参加数304事業所321人）

【29年度】

○全ての派遣事業所対象　法改正説明会：13回実施（派遣元が主）（参加数286事業所352人）

○特定派遣事業所対象　許可制切替・法改正説明会：事業所訪問による切替確認を主としたため説明会開催なし。（54事業所訪問）

【30年度】

○全ての派遣事業所対象　法改正説明会：8回実施（参加数187事業所212人）

【元年度】

○派遣元事業所説明会：23回実施（参加数790事業所1,107人）

【２年度】

〇新規許可等派遣事業所説明会・派遣元事業所説明会：７回実施（参加数78事業所85人）
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妊娠・出産・育児休業等を理由とす

る不利益取扱いの防止等

派遣労働者は、他の雇用形態と比べて、妊娠・出産・育児休業等を理由

とする不利益取扱い（いわゆるマタニティハラスメント）等の被害を受ける比

率が高い現状を踏まえ、現行法令の規定（男女雇用機会均等法による

不利益取扱いやセクハラ防止措置等に係る規定については、派遣元事業

主だけでなく派遣先についても、派遣労働者に対して使用者としての責任を

負うこと等）について周知徹底を図る【平成28-令和2年度にかけて継続

的に実施】。

【28年度、29年度】【30年度】【元年度】【２年度】

○派遣労働者に対する男女雇用機会均等法等の不利益防止措置については、新規許可等派遣事業所及び派遣先事業所を対象とした説明会を開

催し、周知啓発を実施。

【28年度】

○新規許可等派遣事業所対象：2回（参加数23事業所24人）

○派遣先事業所対象：5回（参加数169事業所210人）

【29年度】

○新規許可等派遣事業所対象：3回（参加数107事業所110人）

○派遣先事業所対象：7回（参加数185事業所241人）

【30年度】

○新規許可等派遣事業所対象：3回（参加数127事業所127人）

○派遣先事業所対象：８回（参加数305事業所327人）

【元年度】

○新規許可等派遣事業所対象：1回（参加事業所13事業所13人）

〇派遣元事業所説明会：23回実施（参加数790事業所1,107人）

【２年度】

〇新規許可等派遣事業所説明会・派遣元事業所説明会：７回実施（参加数78事業所85人）

15
期間の定めがあることによる不合理な

労働条件の禁止

有期労働契約であることによる不合理な労働条件を禁止する労働契約法

第20条の趣旨及び規定内容について、事業主や労働者に対する周知徹

底を強化するとともに、本規定に関連する判例の必要な情報収集を行って

いく【平成28-令和2年度にかけて継続的に実施】。

【28年度】【29年度】【30年度】【元年度】

○各総合労働相談コーナー、労働基準監督署、公共職業安定所等にパンフレットを備え付け、周知徹底を図っている。また、各種セミナー、説明会等に

おいて、労働契約法第18条「無期労働契約への転換」、同法第19条「『雇止め法理』の法定化」と併せて、趣旨及び規定内容について周知徹底を

図っている。

○有期雇用労働者の多い派遣先企業向けを中心にした講習会において説明を行った。

【2年度】

○各総合労働相談コーナー、労働基準監督署、公共職業安定所等にパンフレットを備え付け、周知徹底を図っている。また、各種セミナー、説明会等に

おいて、労働契約法第18条「無期労働契約への転換」、同法第19条「『雇止め法理』の法定化」と併せて、趣旨及び規定内容について周知徹底を

図っている。

〇報告徴収等及び働き方・休み方改善コンサルタントの企業訪問時にパンフレットを手交し周知徹底を図っている。

16 パートタイム労働法の履行確保

短時間労働者の｢均等・均衡待遇｣という考え方を事業主に浸透・定着さ

せることが重要であり、このため、事業主に対する指導等によりパートタイム

労働法の確実な履行確保を図る。

特に、パートタイム労働法第８条（待遇の原則）の趣旨及び規定内容に

ついて、事業主や労働者に対する周知徹底を図るとともに、第９条（差別

的取扱いの禁止）に違反する事業主に対する指導等により履行確保を図

る【平成28-令和2年度にかけて継続的に実施】。

【28年度】

○パートタイム労働法に基づく報告徴収を実施し、事業主に対する指導等によりパートタイム労働法の履行確保を勧奨。

【29年度】

○パートタイム労働法に基づく報告徴収を実施し、パートタイム労働法の履行確保を勧奨。

【30年度】

〇パートタイム労働法に基づく報告徴収を実施し、法違反の認められた事業主に対しては指導を行い、パートタイム労働法の確実な履行確保を実施。

【元年度】

〇パートタイム労働法に基づく報告徴収、ヒアリングを実施し、法違反の認められた事業主に対しては指導を行い、パートタイム労働法の確実な履行確保

を実施。

【2年度】

〇パートタイム労働法又はパートタイム・有期雇用労働法に基づく報告徴収、ヒアリングを実施し、法違反の認められた事業主に対しては指導を行い、

パートタイム労働法又はパートタイム・有期雇用労働法の確実な履行確保を実施。
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短時間労働者の雇用管理改善に向

けた企業の自主的な取組の促進

パートタイム労働者活躍企業診断サイトを活用して、雇用管理上の課題に

ついて企業の自主的な確認を促すとともに、診断結果が一定水準を満たす

企業には、パート労働者活躍企業宣言サイトにおいて「パート労働者活躍

企業宣言」を行うことを推奨する【平成28-令和2年度にかけて継続的に実

施】。

【28年度】

○パートタイム労働法に基づく報告徴収を実施する際に、事業主に対して周知・啓発を勧奨。

【29年度】

○パートタイム労働法に基づく報告徴収を実施し、パートタイム労働法の履行確保を勧奨。

【30年度】

〇パートタイム労働法に基づく報告徴収を実施の際に、事業主に対して、周知、啓発を実施。

【元年度】

〇パートタイム労働法に基づく報告徴収を実施の際に、事業主に対して、周知、啓発を実施。

【2年度】

〇パートタイム労働法又はパートタイム・有期雇用労働法に基づく報告徴収を実施の際に、事業主に対して、周知、啓発を実施。

18 総合的な情報提供の実施

「パート労働者活躍企業宣言」、「パートタイム労働者活躍推進企業表

彰」、「職務分析・職務評価」、｢短時間正社員制度｣等について、パート

労働ポータルサイトの活用促進を図る。

【28年度】

○育児・介護休業法及びパートタイム労働法等に基づく企業訪問等の機会を活用し周知。また、「働き方・休み方改善コンサルタント」が企業を訪問する

際などに、短時間正社員制度導入支援マニュアルを持参しアドバイス。

【29年度】

○男女雇用機会均等法、育児・介護休業法及びパートタイム労働法に基づく報告徴収の機会を活用し、周知。

【30年度】

〇パートタイム労働法に基づく報告徴収の機会を活用し、周知。

【元年度】

〇パートタイム労働法に基づく報告徴収、各種説明会の機会を活用し、周知。

【2年度】

〇パートタイム労働法又はパートタイム・有期雇用労働法に基づく報告徴収を実施の際に、事業主に対して、周知、啓発を実施。

※留意事項

①地方で策定して頂いたプランに沿って様式を改訂しつつ、記入をお願いいたします。

また、参考として本省で進捗状況をとりまとめた際の様式を添付しておりますので、記入の際は適宜参照してください。


